
1．はじめに　世界恐慌と「大転換」をめぐって
2．世界恐慌と農業問題
3．世界経済と中心・周辺関係の再編成
4．周辺部における農業問題と抵抗運動
5．小括「大転換」の世界経済論的意義をめぐって

1．はじめに　世界恐慌と「大転換」をめぐって

　1929 年のニューヨーク株式恐慌に端を発する
世界恐慌と 1930 年代の不況をめぐる議論が改め
て活発になっている。これまでも通貨危機が発生
するごとに、1930 年代との比較が問題とされて
きてはいたが、今回の先進国不況は、2007-08 年
国際金融危機を契機とする長期的な不況であり、
アメリカで発生した銀行危機が、ユーロ危機に波
及し、すでに 5-6 年にわたり世界経済に深刻な影
響を及ぼし続けているという点で、従来の金融危
機と趣を異にする。歴史を若干振り返りさえすれ
ば、今回の長期不況がもつ重要性を確認できるで
あろう。なぜなら、第二次世界大戦後の資本主義
経済にとって、1930 年代の再現を避けるために
も、恐慌を回避することが最重要の課題とされて
きたが、その意味が今、あらためて問われている
からである。第二次世界大戦後、先進各国はケイ
ンズ政策を採用して景気調整を行ってきたが、金
ドル本位制度の崩壊とともにスタグフレーション
に陥った。その克服にむけて行われた新自由主義
改革は、国家主導の経済政策を市場主導に転換す
ることで世界的な競争の激化をもたらし、その結
果、インフレーションを鎮静化することには成功
したが、「埋め込まれていた」資本を自由に解き

放つことで、外国為替相場の変動を拡大し、通貨
危機を頻発させるようになった。2007-008 年国際
金融危機に端を発する今回の長期不況は、このよ
うな 1980 年代以降の新自由主義改革の結果にほ
かならない。この問題の詳しい検討は別の場に譲
らなければならないが、1930 年代不況と今日の
長期不況を比較検討するうえでの論点の提起は、
現状分析と歴史研究をつなぐものとして、喫緊の
課題といってよい。
　本稿は、ポラニィの『大転換』を題材に、世界恐
慌研究のこれまでの成果のいくつか検討すること
で、1930 年代の「大転換」の意味を再考するた
めの論点を提起することにある。世界経済を中心
部と周辺部の構造的連関で捉えるならば、世界恐
慌の直接の原因は、中心部における資本蓄積の危
機にあったといってよいが、1930 年代に長期間に
わたり世界的な不況をもたらした理由は、周辺部
の危機の深化と、中心・周辺関係の再編成にあっ
たと考えられる。中心部資本主義における「埋め
込み」が、周辺部にもたらした影響についての検
討は未だに十分に行われているとは言い難い状況
にあり、特にこの点に絞って、いささかの論点を
整理することが本稿の課題である。

2．世界恐慌と農業問題

　1929 年ニューヨーク株式恐慌から 1930 年代の
世界的不況に至る世界恐慌の時期について、ポラ
ニィは『大転換』の中で、市場の「自己調整的機能」
の喪失と金本位制度の終焉を重ねあわせ、市場経
済の社会への「埋め込み」（embeddedness）の
問題として、民主主義、社会主義、ファシズムの
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問題を提起した。通貨と労働力商品、土地という
擬制的商品をめぐる問題提起と合わせて、世界恐
慌期に生じた「大転換」に関して考察しようとす
るとき、ポラニィの提起した問題は、「資本の自
由」の「埋め込み」が「大転換」の根本問題であり、
その解放が今日の新自由主義改革とグローバル化
であるとすれば、読み直されるべき問題を多く含
んでいる。（杉﨑、2010）ポラニィをめぐる論点
は多々あるが、本稿の導入であえてポラニィを引
用したのは、ほかでもない。ポラニィは、自由放
任経済と金本位制度を重ね合わせ、金本位制度の
崩壊をもって、国家が通貨管理を含めて市場に介
入する経済への移行を示唆して議論を終えてし
まったが、問題はむしろその先にあったというべ
きであり、中心部と同時に周辺部の経済における
恐慌の浸透と、それが中心部にもたらした影響に
ついて議論することが、「大転換」の今日的意味
を明らかにすることになるからである。ポラニィ
自身、本来ならば、東欧における恐慌の浸透過程
について多く語りうるべき人物であったと思われ
るが、この『大転換』の後、経済人類学、特に原初
的経済の研究に打ち込み、現状分析から遠ざかっ
てしまい、「大転換」の世界史的意味の探求はむ
しろ人類学的課題へと姿を変えたのであった。
　世界恐慌をもって「大転換」とする場合、ポラ
ニィが、通貨、土地、労働力を擬制的商品とした
意味を検討する必要があるが、この問題が、今日
十分に解明されつくしているとは言い難い。特に、
世界恐慌の過程で、この三者がどのように関連し
たかという点も、その解明は不十分なまま残され
ている。勿論、その場合、ポラニィ自身は、通貨
と労働力については述べたとするかもしれない。
その点も問題を多くの残してはいるが、ここでは
その言を受け入れて、土地の問題について焦点を
しぼり、世界経済における中心・周辺関係を規定
するものとしての農業問題という観点から考えて
みることにしよう。勿論、擬制的商品としての土
地問題という場合、農業問題はそのなかのひとつ
の論点でしかない。しかし、1930 年代不況を考
える上では避けて通れないものとしてある。
　アーントは、ポラニィのこの著作とほぼ同じ時
期の著作の中で、大恐慌における「農業問題」に
ついてふれ、次のように述べている。「1933 年に
おいて農業は、アメリカ経済の中でもっとも不況
に苦しんでいた部門であった。（中略）1933 年に
は、大半のアメリカ農民は破産に瀕し、事実上の

飢餓状態が広汎な地域に広がっていた。」（アーン
ト、邦訳、50 ページ）まさに、アーントのいう
アメリカにおける農業問題として表出した問題こ
そが世界性を帯びたものであり、この農業問題の
世界的性格こそが、恐慌の世界性を実体経済にお
いて浸透させた要因であった。そしてその影響が
世界資本主義再編成の梃子になったと考えられる
のである。その点を以下考えよう。
　農業問題の世界経済における重要性を指摘した
のは、日本では宇野弘蔵とされる。農業が資本家
的生産に適合しない分野とし、農業恐慌を世界経
済的な連関のもとで理解しようとした議論は、ア
メリカ型資本家的農業生産が世界を席巻する 21
世紀の今日にあっても、依然として輝きは失われ
ていない。（宇野弘蔵、1947 年）
　この宇野弘蔵の世界農業問題の所説について問
題提起を行った馬場宏二は、『世界経済　基軸と
周辺』で、「農業問題が国際通貨体制を制約し、
逆に通貨問題が農業を制約する、という相互作用
がみられる」（馬場宏二、1972 年、11 ページ）と
して、労働、通貨、農業の危機における相互連関
というテーマを提起した。英国型から米国型の金
融資本的蓄積様式の移行の問題と合わせて、今日
に至る射程の長い問題提起であり、その解明は依
然として残されたままである。
　戦間期の世界農業問題の実態を分析したのが、
渡辺寛「世界農業問題」である。第一次世界大戦
による世界農業構造の変化を、ヨーロッパ各国に
おける食糧自給政策の展開と、非欧州諸国におけ
る戦時食糧増産が、1920 年代の食糧過剰をもた
らした経緯を明らかにした。特に、アメリカの農
産物輸出増加と、植民地・後進諸国の農産物世界
市場への参入の相乗効果が生じ、生産過剰を調節
できないまま、生産者の窮乏化のもとで、世界市
場への輸出を続けた（191 ページ）ことで、後発
農業諸国の貿易収支の悪化、資本逃避が始まり、
1929 年ウォール街の取引所恐慌以前に、すでに
農業恐慌が始まっていたことを指摘し、「30 年代
世界恐慌の主調は、世界農業問題に由来する世界
農業恐慌にほかならなかった」（192 ページ）とす
るのである。渡辺論文は、東欧の農業危機に焦点
をしぼることで、1930 年代ヨーロッパ問題を農
業問題の側面から明らかにすることに成功した。
　また、堺憲一「農業をめぐる 1930 年代の経済
ナショナリズムと国際協調」（藤瀬浩司、1994 年
所収）は、農業保護主義と国際協調の相克をみる
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ことで、第二次世界大戦後の世界経済再編構想へ
の連なりを明らかにし、第二次世界大戦後の世界
的制度設計との連関を農業問題の側面から考察し
ている。

3．世界経済と中心・周辺関係の再編成

　世界恐慌の基底において進行していた農業恐慌
に関する研究は、今日なお不十分な領域としてあ
る。地域的研究としてみれば、渡辺寛の「世界農
業問題」は、後半は中東欧の農業問題が対象となっ
ており、世界的分析としては課題を残している。
　また、世界的な資本蓄積構造の変化と言う点か
らの解明は、馬場宏二の問題提起以後、進展して
きたとは必ずしも言い難い。
　杉﨑の「1920 年代におけるアメリカの対中南
米資本輸出」は、アメリカの対中米資本輸出から
対南米資本輸出に拡大するプロセスを、貿易環節
と資本環節の連関からから分析し、アメリカとイ
ギリスによる過剰投資が農産物過剰を生みだし世
界農業問題の基底をなしたことと、その結果生
じた農産物価格下落が、農業国の金融危機とデ
フォールトをもたらし、それがアメリカの恐慌に
連なるプロセスについての問題を指摘した。アメ
リカと中南米を中心・周辺関係としてとらえ、中
心部からの資本輸出を軸に、中心部と周辺部の相
互連関的プロセスが、アメリカの恐慌が世界恐慌
としての広がりを持つことを端緒的に指摘したと
ころに意味がある。しかし、アメリカ中心とした
中心・周辺関係に特化したこの議論は、イギリス
問題の分析が欠けていたため、世界恐慌への波及
プロセスの実体的分析として不十分であった。（杉
﨑京太、1975）
　侘美光彦『世界恐慌』（1994 年）は、世界恐慌
を、アメリカ・イギリスの連関性においてとらえ
ることで、世界恐慌の広がりの構造的連関を解明
した大著である。その意義は、中心部におけるロ
ンドン＝ニューヨーク間の国際金融恐慌の構造的
連関を解明した点にある。しかし、その中で、中
心・周辺関係は、あくまで論点の提起にとどまり、
その解明は今後の問題として残されていた。
　この侘美光彦の世界恐慌研究と並行して、画期
的な研究がいくつも生まれていた。平田喜彦・侘
美光彦編『世界大恐慌の研究』は、この時期の研
究を収録した画期的な論文集であったが、石見徹

「1920 年代のイギリス帝国周辺諸国」は、中心・

周辺関係を視野に収めた論文であった。こうした
視点は、侘美光彦・杉浦克己編『世界恐慌と国
際金融 : 大戦間恐慌史研究』所収論文の中で、柴
田徳太郎「ニューヨーク金融市場と大恐慌（1927
－ 1931 年）」が、国際金融市場が大恐慌に果たし
た役割にについて論じ、それは、『大恐慌と現代
資本主義 : 進化論的アプローチによる段階論の試
み 』にまとめられている。また、菅原陽心「イ
ギリス為替平衡勘定と景気政策」と、米倉茂が後
に大著『英国為替政策』にまとめた論文では、金
本位制度離脱後のイギリスのポンド政策について
の緻密な分析を行っている。さらに侘美光彦・杉
浦克己編『国際金融　基軸と周辺』は、中心・周
辺関係に焦点をあてた論文集で、本稿と関連では、
木村亮「再建金本位制下のプロト・スターリング
地域―インド・オーストラリアとイギリスとの関
連をめぐって―」が、1920 年代から大恐慌期に
至る時期のイギリスとインド、オーストラリアの
関係を長期資本輸出と商品輸出の関連で捉えよう
とする試みを行い、また、渡辺裕一が「世界の多
角決済構造と 1931 年金融恐慌の背景」で、世界
的決済資金循環構造の背後にある「多層的な世界
経済収縮メカニズムの分析」を試みている。さら
に、イギリスにと帝国圏にかかわる研究としては、
森建資『イギリス農業政策史』が、戦間期イギリ
スにおけるは農業保護政策についての検討を行っ
ている。
　世界恐慌がもたらした中心・周辺関係の重要な
変化は、従来のイギリス型の、農業部門を国外に
置き、植民地として低価格食糧を本国に供給する
国際分業関係が根本からの転換を迫られた点にあ
る。農産物の本国内自給の増加と価格支持政策は
大内力の「国家独占資本主義」の枢要をなすが、
馬場宏二が指摘したように、労賃と食糧価格が通
貨と関連して変動する事態を回避する意味をも
もっていた。このことは、周辺部の生産構造をま
すます特定生産物に特化し、中心部市場への従属
度を高める結果ともなったが、1930 年代の世界
農業恐慌は、中心部の農業生産者を保護すること
で、賃金の下方硬直化を食糧価格面から支持する
こととなったのである。特にイギリスの場合は、
金本位制の停止によるチープマネー政策と相まっ
て、中心部の経済回復を優先させることで、周辺
部農業経済の危機を深化させ、第二次世界大戦へ
の動員を契機に、帝国の解体をもたらし、世界シ
ステム再編の契機になった。イギリスの経済力の
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低下に乗じ、対英累積債権を獲得して行くアメリ
カは、反植民地主義と民族自決の旗を掲げ、国家
的援助を通じて、イギリス中心の中心・周辺関係
を、アメリカ中心に再編成することになったから
であり、第二次世界大戦後、欧州統合の基礎を形
成することにもなったからである。欧州統合につ
いていえば、植民地を失った欧州が共通農業政策
により食料基盤を確保しつつ、ファシズムの温床
となった農業者の生活安定を重視する政策に転換
するうえで、戦間期農業問題の教訓が避けては通
れない問題としてあったのである。次に、中心・
周辺関係の再編成において重要な意味をもつこと
になる周辺部における価格切り下げにともなう窮
乏化と抵抗運動について少しふれておこう。

4．周辺部における農業問題と抵抗運動

　農業恐慌の深化と窮乏化の問題は、第二次世界
大戦後、中心部における農業問題の所在が不可視
化されるにおよび、ほぼ忘却されてきたといって
もよい点である。周辺部においても植民地からの
解放に問題の焦点が絞られ、中心・周辺関係の中
に位置づける努力が十分なされてきたとは言い難
い。周辺部の窮乏化と抵抗運動に着目しなければ
ならない理由もそこにある。
　市場における均衡価格決定システムの崩壊は、
強力な価格切り下げ圧力となって世界経済周辺部
に押し寄せた。そこに、侘美光彦のいう「非循環
性恐慌」の、周辺部における具体的な展開があっ
た。中心部の危機が、国家の市場への介入により、
回避されたのに対して、世界経済の周辺部では、
危機がより深く進行した。
　農業恐慌が、小麦などの食糧生産国を襲ったこ
とは、渡辺論文が指摘した点であったが、アメリ
カ、イギリス、フランス、ドイツ、イタリア、さ
らには中東欧各国における農業危機と、それへの
国家の介入のあり方が、各国の 1930 年代の政治
形態を決定づけることになった。
　中南米は、1920 年代にアメリカからの資本輸
出が急増し、従来のイギリスから投資との重複も
あって、農業における過剰生産が生じた。大恐慌
期には、デフォールトが続出し、各国で政治的危
機が発生したが、次第にアメリカの影響力が強ま
ることにもなった。
　イギリス帝国圏は、この時期の中心・周辺関係
再編成の軸になる領域であったが、自治領におけ

る農業危機、インドにおける農業危機、アフリカ
における農業危機の、それぞれの側面において、
多様な抵抗運動が生まれ、それがイギリスの帝国
支配を揺るがせる要因となった。その具体的な検
討は、別途行うとして、ここではそのいくつかに
ついてふれておこう。
　西アフリカについては、室井義雄の古典的研究
があるが、（室井：1992 年）近年の研究では、世
界恐慌下での商社と中間商人による価格切り下げ
に対する抵抗運動の事例が報告されている。ロン
ドン世界市場からの重層的な価格切り下げ圧力に
対する、ピラミッドの最底辺での抵抗は、市場取
引の中で生まれた共同販売組織のなせるものであ
るが、それを市場経済内部の対抗力の形成と捉え
るか、共同体的規制と捉えるかについては、見解
は分かれるところであろう。
　農業問題からは、一見離れるが、農業恐慌によ
る価格切り下げ圧力が、低賃金の鉱山労働力を生
みだし、中心部の周辺部を結ぶ鉱業資本の利益の
源泉となったことも指摘されなければならない。
（佐伯尤、2000 年）植民地における鉱山労働への
組織化は、国境をこえた労働移動を惹起し、送り
出し側の農業生産にも影響を与えた点について
は、南部アフリカの研究がなされている。（小倉
充夫、2009 年）これらは、1930 年代不況が中心
部と周辺部の価格下落の悪影響の中で、周辺部に
負担を転嫁するプロセスと、それに対する周辺部
の抵抗運動として捉えることができよう。その実
態の解明は不十分であるだけでなく、中心・周辺
関係の重層性と最基層における飢饉という、セン
の領域におよぶ総合的理解には、到底至らないの
が現状である。しかし、1930 年代についての検
討をぬきには、第二次世界大戦の検討も、第二次
世界大戦後の中心・周辺関係の再編成をめぐる議
論もなしえないことを指摘しておきたい。

5．小括　「大転換」の世界経済論的意義をめぐって

　貨幣、土地、労働力という「擬制的商品」をめ
ぐる、価格切り下げと負担転嫁のメカニズムと、
それらがもたらした危機の性格を明らかにするこ
とが、1930 年代の世界的長期不況と世界農業問
題を解明するうえで、重要な論点となることを小
稿は指摘した。本稿では特に、1930 年代不況に
おける世界農業問題と、中心・周辺関係の再編成
に関する若干の論点を提起したが、レファレンス
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の不十分さは別の機会に補いたい。世界経済の中
心部における価格硬直化に対して、周辺部におけ
る切り下げ圧力の増大は、帝国主義的植民地支配
においてより深く貫かれたが、そのことにより自
らの支配基盤を弱め、植民地経営の困難とも相
まって、第二次世界大戦後の植民地独立へと連な
ることになる。他方で、中心部資本主義は、周辺
部農業への依存から自国農業保護へと転換し、ケ
インズ政策のもとで、一国的経済管理へと重点を
移していった。本稿では取り上げなかったが、農
業恐慌を契機とする世界経済のブロック化と排除
の問題は、第二次世界大戦の原因をめぐる重要な
論点をなす。このようにみてくると、ポラニィ
の「大転換」論は、原理的問題と歴史分析が混淆
し、1930 年代の世界的再編の意味を十分視野に
収めたものとは言い難いことも明らかになる。そ
の文明史的問題提起の輝きが失われることはあ
りえないが、1930 年代の「大転換」をめぐって
は、より精緻な分析が必要とされている。その分
析のトゥールとして、「制度設定者のレント」を
めぐる闘争という概念の導入が必要となるに違い
ない。金本位制度の停止と自由放任体制の終焉に
際しての、「制度設定者のレント」をめぐる闘争
こそが、この世界恐慌の局面における、「大転換」
の意味をなすと考えられるからである。このよう
な点をふまえるならば、大内力の「国家独占資本
主義論」も、世界的な構造転換の中に位置づける
ことで、その意味も明らかになると思われるし、
侘美光彦のいう「非循環性恐慌」論の中で残され
た周辺部資本主義の問題との関連も、より具体性
を帯びてくるに違いない。戦間期世界恐慌研究の
重要性が、21 世紀のグローバル化の状況のなか
で、あらためて見直されつつある理由の一端もそ
こにある。
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